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令和４年度 ６月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 原油価格・物価高騰等小規模事業緊急支援事業費
新規・

新 規
継続の別

国 庫 起 債 その他 一般財源

予 算 額 １，１１５，０００千円

1,115,000 － － －

１ 趣 旨

原油価格・物価高騰等の影響により、厳しい経営状況にある中小企業・小規

模事業者の事業継続と経営改善を図るため、事業者が行う省エネ機器やシステ

ム導入等の経営効率化に資する取組を緊急的に支援する。

事 業 内 容 ２ 事業内容

目 的 （１）原油価格・物価高騰等小規模事業緊急支援補助金（仮称）

対 象 補 助 対 象 者 中小企業者等

方 法 等 補 助 率 ３／４

補 助 上 限 ５００千円

省エネ機器やシステム導入等の経営効率化に資する

取組

【取組例】

補 助 対 象 事 業 センサー付きエアコンや低消費電力の冷凍・冷蔵

庫、ＬＥＤ照明器具の導入による経費削減 等

※省エネ対策や経営改善の効果に関する目標の設

定が必須

（２）省エネ対策・経営効率化相談等の実施

・省エネ診断士団体が主催するＷＥＢセミナー、オンライン相談

・中小企業診断士等の専門家による経営相談 等

担当課・担当名 中小企業総合支援課 金融・経営支援係 課･担当電話番号 075-366-4357

商工労働観光－１



令和４年度 ６月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 京都エコノミック・ガーデニング支援強化事業費
新規・

継 続

継続の別

国 庫 起 債 その他 一般財源

予 算 額 ５０４，９００千円

－ － － 504,900

１ 趣 旨

産業の分業体制を支える中小企業の担い手不足、社会の諸課題や経済情勢の

著しい変化に対応するため、プロセスの見直しによる生産性向上と高付加価値

化を両立する取組を調査分析から体制構築、実践まで一貫支援を行う。

事 業 内 容

目 的 ２ 事業内容

対 象 対象事業 ①調査分析：データ分析や調査課題等によるプロセスの見直し

方 法 等 ②体制構築：生産性向上・高付加価値化のための研究・投資

③実 践：構築した新体制による本格実践

補助上限 ①100万円以内 ②1,000万円以内 ③3,000万円以内

補助率 １／２以内（設備等経費15%以内）

サポート データ分析ハッカソン、課題解決ワークショップ等を開催し、

各社のプロセス見直しを支援

担当課・担当名 ものづくり振興課 中小企業育成係 課･担当電話番号 075-414-4851

商工労働観光－２



令和４年度 ６月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 共創型ものづくり等支援事業費
新規・

新 規
継続の別

国 庫 起 債 その他 一般財源

予 算 額 ３６０，０００千円

－ － － 360,000

１ 趣 旨

産業の分業体制を支える中小企業の担い手不足、社会の諸課題や経済情勢の

著しい変化に対応するため、経営資源の共有化による企業間連携ビジネスの創

出に向けて、企業間連携グループの形成から連携ビジネスの実践まで一貫支援

を行う。

事 業 内 容

目 的

対 象 ２ 事業内容

方 法 等 対象事業 ①連携体制構築：グループ形成（連携ルールや計画策定等）

試作開発

②連携事業実践：経営資源の共有化による連携事業の実践

補助上限 ①500万円以内 ②4,000万円以内

補助率 １／２以内（設備等経費15%以内）

サポート グループ形成のためのマッチング会、経営資源の相互利用事

例発表会等を開催し、連携円滑化を支援

担当課・担当名 ものづくり振興課 中小企業育成係 課･担当電話番号 075-414-4851

商工労働観光－３



令和４年度 ６月補正予算案主要事項説明
政 策 企 画 部

商工労働観光部

農 林 水 産 部

事 業 名 産業創造リーディングゾーン（仮称）構築事業費
新規・

新 規
継続の別

国 庫 起 債 その他 一般財源

予 算 額 ２９２，５００千円

226,000 － － 66,500

１ 趣 旨

各地の歴史や産業集積の状況などの地域の特性を踏まえ、産学官や内外の人

材が交流することで、新たな産業創造を行えるリーディングゾーンを構築し、

その効果を府内全域に波及させていくことで均衡ある発展を推進する。

２ 事業内容

事 業 内 容

目 的

対 象

方 法 等

担当課・担当名 ①地 域 政 策 室 南 部 係 課･担当電話番号 075-414-4485

②も の づ く り 振 興 課 地域産業戦略係 075-414-4852

スタートアップ支援係 075-414-5103

③染 織 ・ 工 芸 課 染 織 係 075-414-4856

④経 済 交 流 課 海外ビジネス支援係 075-414-4840

⑤文化学術研究都市推進課 計 画 推 進 係 075-414-5194

⑥流通・ブランド戦略課 食品産業振興係 075-414-4956

共通－４

事業名 内容
予算額

（単位：千円）

産業創造リーディング
ゾーン(仮称)推進費
（①,⑤）
【詳細４－(１)】

インフラ整備や産業集積の状況など、地域の特性を踏まえながら、
府内各地に「ここにしかない」強みを有する「産業創造リーディン
グゾーン（仮称）」を構築し、産業振興と地域活性化に繋げる取組
を推進

8,000

アート＆テクノロジー
・ヴィレッジ推進事業費
（①）

京都府の文化・芸術の力を生かし、アートとテクノロジーを融合さ
せた新たな産業創造拠点の令和５年度のオープンに向けて、プロ
ジェクトの組成やネットワークづくり、プレイベント等を実施

4,000

伝統産業産地振興拠点
創出事業費（③,④）
【詳細４－(３)】

海外展開等の新規マーケット開拓や新商品開発等を総合的に支援す
ることで、新たな産地振興拠点の形成に向けた新事業の創出を促進

88,000

ＺＥＴ－ｖalley推進事
業費（②）
【詳細４－(４)】

脱炭素テクノロジー（ZET:Zero Emission Technology）関連スター
トアップ企業と大企業等の交流や、まちづくりへの技術導入等を促
進することで、脱炭素をテーマに、世界に伍するスタートアップ集
積拠点「ZET-valley」の形成を推進

10,500

太秦メディアパーク共
創拡大事業費（②）
【詳細４－(５)】

京都のコンテンツ産業の競争力を高めるため、魅力あるコンテンツ
づくりのノウハウを京都に集積し、分析研究を通じて「創造性」を
磨くとともに、最新技術の実習・実証等を実施し、コンテンツ産業
の競争力向上を推進

5,000

けいはんなサステナブルス
マートシティ推進事業費
（⑤）

【詳細４－(６)】

スマートシティの実現に向けて、官民データの活用を促進するデー
タ流通取引市場の構築や、スマートサービスの実装を支援

175,000

京都フードテック構想
（仮称）検討費（⑥）

京都ならではのフードテックにより、府内の農林水産業や食品産業
の多様な課題を解決し、京都の食関連産業のブランド力を強化する
ため、府域における具体的な取組を示した構想を策定

2,000



令和４年度 ６月補正予算案主要事項説明

政 策 企 画 部

商工労働観光部

産業創造リーディングゾーン(仮称)構築事業費 新規・
事 業 名 （１）産業創造リーディングゾーン（仮称）推進費 継続の別 新規

国 庫 起 債 その他 一般財源
予 算 額 ８，０００千円

3,000 － － 5,000

１ 趣 旨

インフラ整備や産業集積の状況など、地域の特性を踏まえながら、

府内各地に「ここにしかない」強みを有する「産業創造リーディング

ゾーン（仮称）」を構築し、産業振興と地域活性化に繋げる取組を推

進する。

事 業 内 容

２ 事業内容
〇産業創造リーディングゾーン（仮称）推進体制の構築（①、②）

・外部有識者をメンバーとしたアドバイザリーボードの設置・運営

・基本構想策定等に係る調査

・（公財）関西文化学術研究都市推進機構へ専任コーディネーター

を配置し、大学や研究機関と企業等とのマッチングを行うなど、

学研地域の研究成果を府内各地へ波及

担 当 課 ・ 担 当 名 ①地 域 政 策 室 南 部 係 課・担当電話番号 075-414-4485

②文化学術研究都市推進課 計 画 推 進 係 075-414-5194

共通－４－（１）

目 的

対 象

方 法 等



令和４年度 ６月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 産業創造リーディングゾーン(仮称)構築事業費
新規・

新 規

（３）伝統産業産地振興拠点創出事業費 継続の別

国 庫 起 債 その他 一般財源

予 算 額 ８８，０００千円

44,000 － － 44,000

１ 趣 旨

海外展開等の新規マーケット開拓や新商品開発等を総合的に支援すること

で、新たな産地振興拠点の形成に向けた新事業の創出を促進する。

２ 事業内容

（１）拠点形成に向けた新事業の創出促進 7,000千円 ①

西陣・堀川エリアや丹後地域において、テキスタイル分野の若手デザイ

ナーやアーティスト、事業者等を集め、新たな事業創出を促進

・西陣・堀川エリアにおける新事業の創出

・丹後地域の拠点形成に向けた交流機会の創出や企業間連携を支援

事 業 内 容

目 的 （２）海外ビジネス展開等の総合支援 43,000千円 ①

対 象 上海「KYOTO HOUSE」等を拠点とした、工芸品のさらなる海外展開を促進

方 法 等 ・海外展開を希望する事業者の掘り起こしから事業構想、実際の販売に至

るまで、トータル的なサポート体制を構築

・海外バイヤーをターゲットとした展示商談会の開催

・新たなBtoB市場への事業展開支援

（３）新たな海外販売拠点の開設支援 8,000千円 ②

「生活文化提案型産業」への変革に取り組む京都の伝統産業の商品等を取

り扱う海外の新たな販売拠点「Kyoto Concept Shop」の開設を支援

（４）海外展開のための新商品開発等に対する助成 30,000千円 ①

伝統産業事業者のグループに対して、海外等のニーズに応じた新商品開発

や販路開拓等に要する経費を支援

担当課・担当名
①染織・工芸課 染 織 係

課･担当 電話番号
075-414-4856

②経済交流課 海外ビジネス支援係 075-414-4840

共通－４－(３)



令和４年度 ６月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 産業創造リーディングゾーン(仮称)構築事業費 新規・
新 規

（４）Ｚ Ｅ Ｔ ー ｖ a l l e y 推 進 事 業 費 継続の別

国 庫 起 債 その他 一般財源

予 算 額 １０，５００千円

－ － － 10,500

１ 趣 旨

脱炭素テクノロジー（ZET:Zero Emission Technology）関連スタートアップ

企業と大企業等の交流や、まちづくりへの技術導入等を促進することで、脱炭

素をテーマに、世界に伍するスタートアップ集積拠点「ZET-valley」の形成を

推進する。

事 業 内 容

目 的

対 象 ２ 事業内容

方 法 等 （１）「ZET-summit」の開催

国内外の脱炭素関連スタートアップ企業と大企業等との交流や、産学公

の関係者が一堂に会して京都のまちづくり・地域産業への技術導入に向け

た提案・検討等を行う場として「ZET-summit」を開催

（２）「ZET-college」の開講

いくつもの学問分野、産業分野にまたがる脱炭素の課題を総合的な知見

及び柔軟な発想で解決できる人材を育成する「ZET-college」を開講

担当課・担当名 ものづくり振興課 スタートアップ支援係 課･担当電話番号 075-414-5103

共通－４－(４)



令和４年度 ６月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 産業創造リーディングゾーン(仮称)構築事業費
新規・

新 規

（５）太秦メディアパーク共創拡大事業費
継続の別

国 庫 起 債 その他 一般財源

予 算 額 ５，０００千円

－ － － 5,000

１ 趣 旨

京都のコンテンツ産業の競争力を高めるため、魅力あるコンテンツづくりの

ノウハウを京都に集積し、分析研究を通じて「創造性」を磨くとともに、最新

技術の実習・実証等を実施し、コンテンツ産業の競争力向上を推進する。

事 業 内 容 ２ 事業内容

目 的 コンテンツ産業関係者（企業、学校等）等が互いに学び合う人材育成体制を

対 象 構築し、最新技術の習得や創造性・生産性の向上を促進

方 法 等

（１）創造性向上のためのコンテンツ・アーカイブ分析研究カリキュラム

企業や大学等に集積された様々な分野の魅力あるコンテンツづくりのノ

ウハウを活用し、分析研究を実施

（２）最新技術の実証・実習カリキュラム

府内施設をフィールドにした最新技術（３ＤＣＧ等）の実証・実習カリ

キュラムを実施

担当課・担当名 ものづくり振興課 地域産業戦略係 課･担当電話番号 075-414-4852

共通－４－(５)



令和４年度 ６月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 産業創造リーディングゾーン(仮称)構築事業費 新規・
新 規

（６）けいはんなサステナブルスマートシティ推進事業費 継続の別

国 庫 起 債 その他 一般財源

予 算 額 １７５，０００千円

175,000 － － －

１ 趣 旨

スマートシティの実現に向けて、官民データの活用を促進するデータ流通取

引市場の構築や、スマートサービスの実装を支援する。

事 業 内 容 ２ 事業内容

目 的 （１）官民データ活用によるビジネス創出・社会課題解決の推進 85,000千円

対 象 ・デジタル実装を加速するため、官民データの活用を促進するデータ流通

方 法 等 取引市場を構築

・データ取引市場内のデータを活用し、社会課題解決や地域の魅力向上に取り

組む中小企業等を支援

（２）デジタル技術を駆使したスマートシティの実現 90,000千円

住民・企業・研究機関等が連携し、デジタル技術を活用した各種サービス

を実装することで、スマートシティを実現

担当課・担当名 文化学術研究都市推進課 計画推進係 課･担当電話番号 075-414-5194

共通－４－(６)



健康福祉部・商工労働観光部・警察本部

趣　　旨

２ 事業内容

（１）情報管理セキュリティセミナーの開催 （①）
・

（２）情報管理専門家の派遣 （①、②）
・

（３）情報セキュリティ対策への補助 （①、②）
・

（４）情報セキュリティ対策の充実と
　　　サイバー犯罪捜査への対応能力向上

・

・

（以下、警察本部）担当課・係名
    075-414-4852
(代)075-451-9111

ネットセキュリティ対策係      (内線3251)

課・担当

電話番号
企 画 係

    075-414-4749

　Ksisnet（京都中小企業情報セキュリティ支援ネットワー
ク）のホームページリニューアルによる利便性の向上及び利
用促進に向けた効果的な広報啓発等を実施（③）
　捜査員に対し、最先端の知識を有する大学教授や団体等に
よる実技トレーニング等を実施（④）

共通－ ５

予 算 額
(千 円)

     (内線3221)

も の づ く り 振 興 課
医 療 課

サ イ バ ー犯 罪 対 策課

項　目　・　内　容
(丸数字は担当課名を示す)

　専門家を派遣し、情報管理の安全性や、セキュリティ
向上に向けた相談・助言等を実施

　情報セキュリティに関する基礎的な内容や、サイバー
攻撃にあった場合の対応等にかかるセミナーを開催

57,000 － － 10,000

その他 一般財源

令和４年度６月補正予算案主要事項説明

事 業 名 情報セキュリティあんしん対策事業費
新規・
継続の別

一部新規

予 算 額 ６７，０００ 千円
国　庫 起　債

　中小企業や病院等の情報セキュリティを強化するため、情報管理セミナー
の開催や専門家の派遣、情報セキュリティ対策に必要な経費を支援するとと
もに、サイバー犯罪への対処能力を向上させることにより、被害の拡大防止
を推進する。

①

10,000

45,000

１

9,000

3,000

④
③ サ イ バ ー犯 罪 対 策課

　専門家の指導・助言等に基づき行うセキュリティ対策
の実施に要する経費を助成
【補助率:1/2、上限:1,000千円】

② 地 域 産 業 戦 略 係
医 務 ・ 看 護 係

事業内容

目 的

対 象

方法等



令和４年度 ６月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 物流拠点高度化・効率化推進事業費
新規・

新 規
継続の別

国 庫 起 債 その他 一般財源

予 算 額 １１０，０００千円

110,000 － － －

１ 趣 旨

原油価格・物価高騰等の影響により、厳しい経営状況にある中小の物流事業

者のデジタル化を支援し、府内物流拠点等の高度化・効率化を推進する。

事 業 内 容 ２ 事業内容

目 的

対 象

方 法 等

担当課・担当名 産業立地課 産業立地係 課･担当電話番号 075-414-4848

商工労働観光－６

補助対象者
府内の事業所において物流業（物流・配送セン

ター等）を営む中小企業者

補 助 率 ２／３

補 助 上 限 ５,０００千円

府内事業所のデジタル化に資する取組

補助対象事業
【取組例】

在庫・配送状況管理や受注・配送計画作成等

のシステムの導入、ラベリング・荷積み等の

ロボットの導入 など



趣　　旨

２ 主な事業内容

（１）子育て環境日本一推進条例（仮称）検討費
(Ⓐ)

（２）産学公連携京都ママ・パパ応援プラットフォーム（仮称）事業費

(Ⓐ)

＜子育てにやさしい風土づくり＞

（３）きょうと婚活応援センター強化事業費
(Ⓓ)

＜子育てしやすい地域・まちづくり＞

（４）大学・学生の力発揮推進事業費
(ⒶⒸ)

（５）駅周辺にぎわいづくり推進事業費 
(Ⓖ)

（次頁に続く）

令和４年度６月補正予算案主要事項説明

事 業 名 子育て環境日本一推進戦略事業費 新規・
継続の別

一部新規

予 算 額 82,500 千円
国　庫 起　債 その他 一般財源

１

スポーツ婚などの婚活イベントの充実・強化やAIマッチングシステムの導
入などにより、京都府の結婚支援事業の基盤となる「きょうと婚活応援セ
ンター」の機能を強化

58,000 - - 24,500

子育て環境日本一の実現に向けて取り組んでいる総合的な施策展開を進化
させ、行政、府民、企業、団体等あらゆる主体の連携による取組を促進す
るための条例を検討

▼ 子育てに役立つサービス等の創出や普及により、子育てが楽しくなるよう
な環境づくりを進めるための、産学公連携によるプラットフォームを構築

　子育て環境日本一の実現に向けて、企業など様々な主体と連携し、子どもや子
育て世代を社会全体であたたかく見守り支え合う取組をきめ細かに推進

15,000 千円

▼
▼ 子育て環境づくりに関連する府民の意識を把握し、課題を抽出して条例案

の立案につなげるための実態調査を実施

3,000 千円

▼

3,000 千円

▼ 持続可能な「大学・学生のまち」京都の実現のため、大学や学生の力によ
る子育て環境の向上に係る地域の課題解決の取組を支援

持続可能で魅力ある地域社会の実現に不可欠な公共交通の維持を図るた
め、駅舎の改装や子育て支援施設の設置等により、駅周辺の賑わいの創出
や地域外との交流促進などに取り組む市町村を支援

22,000 千円

▼

15,000 千円

政策企画部・府民環境部・文化スポーツ部・健康福祉部・商工労働観光部・建設交通部

目 的

対 象

方法等

事業内容

新規

新規

新規

拡充

新規



＜安心して子育てできる雇用環境等の創出＞

（６）学生安心就職トライアル促進事業費　
(Ⓔ)

（７）京都府生涯現役クリエイティブセンター支援強化事業費
(Ⓕ)

（８）男性育休促進事業費
(Ⓑ)

Ⓐ
Ⓑ

Ⓒ
Ⓓ
Ⓔ
Ⓕ
Ⓖ 交通政策課 企画係 075-414-4359

075-414-4602

労働政策課 雇用企画係

京都府生涯現役クリエイティブセンターの支援対象をミドル・シニア層か
ら若者や女性へと全世代型に発展させるとともに、産学公連携の組織を設
立し、オール京都でリカレント教育を推進

17,000 千円

▼ 職場づくり行動宣言の更なる促進と若年世代の宣言企業への就職に繋げる
ため、子育てにやさしい職場づくり実践企業における学生の中長期の職場
体験（就職トライアル）等を支援

1,500

千円6,000

千円

▼

総合政策室 企画調整係

課・担当

電話番号

075-414-4348
男女共同参画課 075-414-4296

075-414-5550

こども・青少年総合対策室

共通－７

（前頁から続く）

大学政策課 大学政策係

▼

075-414-4526
担 当 課

・
担 当 名

子育て環境推進係
雇用推進室 雇用推進係 075-692-3232

女性活躍・ワーク・ラ
イフ・バランス推進係

男性育休の取得促進を図るため、男性従業員の意識改革を促進するセミ
ナー等の開催を通じて、育休を取得しやすい職場風土の醸成を支援

新規

拡充

拡充



令和４年度 ６月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 非正規雇用女性等緊急就労支援事業費
新規・

新 規
継続の別

国 庫 起 債 その他 一般財源

予 算 額 ４０，０００千円

40,000 － － －

１ 趣 旨

新型コロナウイルス感染症により、離職等の経済的な影響を受けた女性や非

正規雇用労働者等の就職・正規雇用化を促進するため、研修と社会人向けイン

ターンシップによるマッチング支援を一体的に実施する。

事 業 内 容

目 的 ２ 事業内容

対 象 （１）短期雇用型研修の実施

方 法 等 社会人基礎力向上のための短期間の雇用型研修を実施するとともに、企

業へのマッチングを支援する。

（２）社会人向けインターンシップ受入支援

研修受講生の受入を行う企業に対して助成を行い、ＯＪＴ方式による実

践的研修の促進を図る。

補 助 対 象：研修受講生を受け入れる府内中小企業等

補助対象経費：雇用後１ヶ月間の人件費、社会保険料

補 助 率：１／２

担当課・担当名 労働政策課 雇用企画係 課･担当電話番号 075-414-5550

商工労働観光－８



令和４年度 ６月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名
京都の未来をつくる「ＤＸ人材育成・産業創 新規・

新 規

発」プロジェクト事業費 継続の別

国 庫 起 債 その他 一般財源

予 算 額 ２５０，０００千円

200,000 － － 50,000

１ 趣 旨

急激な社会変化やデジタル化に対応できるよう、産業政策と労働政策を一体

的に推進し、府内企業における新たな価値や新ビジネスの創造、ＤＸ化を促進

することで、更なる産業活性化・生産性向上に繋げるとともに、質の高い安定

的な雇用を創出する。

事 業 内 容

目 的

対 象 ２ 事業内容

方 法 等 社会課題解決を通じて新たな価値を創造し分野横断で新ビジネスを創造でき

る人材の育成・雇用創出を行うとともに、中小企業のデジタル化を推進する人

材を育成する。

（１）マーケット創造クリエイティブ人材育成事業

社会課題解決のための事業構想力向上セミナーや分野横断型のワークショ

ップ等により新たな事業展開を促進するとともに、人材確保のための支援を

実施

（２）デジタルリテラシー人材育成・確保事業

社会人の誰もが備えておくべきデジタル基礎知識や、企業において必要な

デジタル利活用スキルを習得できる習熟段階別の研修等により、デジタル人

材を育成し、求人企業とのマッチングを実施

担当課・担当名 人材育成課 訓練開発企画係 課･担当電話番号 075-414-4872

商工労働観光－９



趣　　旨

２ 事業概要

（１）テレビ（在阪準キー局）番組を活用した訴求力の向上
80,000千円

【①②】

（２）電子雑誌等を活用したＳＮＳ世代への京都の魅力発信
　 

【③】

（３）公共交通機関等におけるサイネージを活用した広域的な
30,000千円

【③】

①
②
③ 075-414-4854

共通－ １０

担 当 課
・

担 当 名

広 報 課 広 報 係 課・担当

電話番号

075-414-4074
文 化 政 策 室 文 化 庁 移 転 係 075-414-4320
観 光 室 観 光 企 画 係

１

　コロナ禍の影響を受けた経済の活性化及び府政の重要課題の重点
的なプロモーション等を実施するため、発信体制の強化（※）や新
たな広報媒体を活用した発信力の向上を図る。

20,000千円

※　広報課・関係部局・外部人材で構成する｢広報発信ステーショ
　ン｣を設置し、発信体制を強化

一般財源

      京都の魅力発信

120,000 - - 10,000

その他
予 算 額 130,000 千円

国　庫 起　債

事 業 名 京の未来創造ＰＲ事業費
新規・

継続の別
新　規

令和４年度６月補正予算案主要事項説明

知事直轄組織（知事室長）
文 化 ス ポ ー ツ 部
商 工 労 働 観 光 部

目 的

対 象

方法等

事業内容



令和４年度 ６月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 地域の魅力を活かした観光振興事業費
新規・

継 続

継続の別

国 庫 起 債 その他 一般財源

予 算 額 １７，５００千円

17,500 － － －

１ 趣 旨

ＰＯＳＴコロナにおける京都観光を見据え、ビッグデータの収集・分析によ

る効果的なマーケティングやデジタル技術を活用した新しい観光サービスやコ

ンテンツの提供など、観光分野におけるＤＸ化を推進する。

事 業 内 容

目 的 ２ 事業内容

対 象 人流データや宿泊予約データ等の観光データの収集・分析により、コロナ禍

方 法 等 における観光客の嗜好やニーズの変化を的確に捉えた効果的なマーケティング

やプロモーションを実施

担当課・担当名 観光室 観光基盤推進係 課･担当電話番号 075-414-4854

商工労働観光－１１



令和４年度 ６月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 京都観光アカデミー（仮称）創設事業費
新規・

新 規

継続の別

国 庫 起 債 その他 一般財源

予 算 額 １０，０００千円

10,000 － － －

１ 趣 旨

持続可能な京都観光を実現するため、「京都観光アカデミー（仮称）」を創設

し、観光産業の経営者や従業員として活躍する人材に加え、他業種連携により

新しい観光サービスを提供できる人材育成システムを構築する。

事 業 内 容 ２ 事業内容

目 的 （１）他分野と掛け合わせて観光サービスを提供する人材育成システムの構築

対 象 専門家の助言のもと、セミナーや交流型演習等を通じて、他分野とのネ

方 法 等 ットワークを活用した新たな観光サービスを創出できる人材を育成

（２）他団体との連携による観光人材の育成強化

経済団体や大学等が提供する研修を調査・発掘し、体系的に整理・情報

発信することで、観光産業向けの人材育成メニューをオール京都で提供

担当課・担当名 観光室 観光基盤推進係 課･担当電話番号 075-414-4854

商工労働観光－１２


